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海岸保全施設のLCC計算ツールの開発
（研究期間：平成28～30年度）

沿岸海洋・防災研究部 沿岸防災研究室 研究員 辻澤 伊吹 室長 鮫島 和範

（キーワード） 海岸保全施設、長寿命化計画、維持管理、ライフサイクルコスト 

1. はじめに

2014年6月に海岸法が一部改定され、海岸管理者は

海岸保全施設を良好な状態に保つよう維持・修繕す

べきこと等が規定された。これを踏まえ、海岸管理

者において長寿命化計画の策定が進められている。

国総研では、海岸管理者の円滑な長寿命化計画の

策定を支援するため、海岸保全施設のLCCを効率的に

算定する計算ツールを開発した。

2. LCC計算ツールの概要

（１） コンセプト

長寿命化計画が策定されていない海岸に対して、

概算LCCを算出することを目標とし、広く適用性を持

たせるために、施設点検結果及び過去の修繕履歴を

入力することでLCCの計算を可能とする。点検につい

ては、「海岸保全施設維持管理マニュアル（平成30

年5月改定）」に基づく点検を想定している。

図 1 LCC計算ツール対象施設

図 2 LCC計算手順

3. LCC計算ツールの特徴

土木構造物の経年劣化についてはマルコフ連鎖

（物事がある「状態」から、ある「遷移率」で次の

「状態」へ移行する様子を確率論的にとらえる統計

手法）による劣化予測を採用しているが、建設直後

など劣化が進行していない施設については予測が難

しいという課題がある。本ツールでは、国総研にお

いて全国事例を基に参考遷移率を設定しており、建

設直後などの施設においても、暫定的に参考遷移率

を使用することでLCCの計算を可能としている。

4. おわりに

長寿命化計画の策定を検討している海岸管理者に

おいて、本ツールをご活用いただき、円滑な長寿命

化計画の策定の一助となれば幸いである。

☞詳細情報はこちら

1) 国総研資料 No.1038

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1

038.htm
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３D・４Dデータによる点検・診断
システムの開発 （研究期間：平成30年度～）

沿岸海洋・防災研究部 主任研究官 里村大樹

（キーワード） UAV（ドローン）、PRISM、港湾施設、維持管理

１．概要（施策の全体像） 

人的資源・財源が限られる中、港湾管理者や民間

事業者による港湾施設のより効率的かつ的確な維持

管理の実施が求められている。 

そこで国総研では、港湾管理者等のインフラ維持

管理の効率化を図るため、UAV（無人航空機）が撮影

した画像データを元に３Ｄ・４Ｄ化された港湾施設

の維持管理ビッグデータとAI（人工知能）による点

検・診断を行うシステムを開発している。 

２．研究開発目標 

防波堤等遠隔施設においても、UAVによるリアルタ

イム施設点検、異常箇所の詳細確認・撮影を行うと

ともに、画像データを点検ビッグデータとして保存

することで、AIによる迅速で的確な施設診断が可能

となるシステムを目標としている。 

 具体的には、UAVで取得した画像データの高精度3

次元化画像処理を行い、点検ビッグデータを構築し

てAIによる施設変状の自動抽出を行う点検・診断シ

ステム（図-1）、及び、遠隔地からも電波の減衰・

遮蔽の影響を抑えて、リアルタイムで円滑な画像伝

送を行う遠隔地画像伝送技術の開発を行う（図-2）。 

図-1 点検・診断システムの概要 

図-2 遠隔地画像伝送技術の概要 

３．2018（平成３０）年度の実施内容 

点検・診断システム開発については、AIを活用し

た海面ノイズ処理、変状抽出を検討するための教師

データ取得のためUAV試験飛行を行い、また、これら

の処理を一連で実施するための基本システムを開発

している。 

遠隔地画像伝送技術については、港湾の通信環境

を調査し、円滑な遠隔地画像データ伝送に向けた通

信システムの基本設計、通信システムの一部（通信

モジュール）の製作を行っている。

４．今後の展望 

次年度は、点検・診断システム開発については海

面ノイズ処理や施設変状抽出を行うサブシステムを

開発し、遠隔地画像伝送技術についても通信システ

ムの試作・仮運用を行う予定である。

UAVで撮影した画像を用いて自動的に施設変状の

特定・抽出を行う点検・診断システムが開発される

こと、及び、電波の安定性の課題が解決されること

により、公共港湾施設並びに民有港湾施設の維持管

理に対するUAV活用が拡大し、港湾施設の維持管理の

省力化が期待できる。 

2.
イ
ン
フ
ラ
の
維
持
管
理

研究動向・成果

３D ・ ４D データによる点検 ・ 診断 
システムの開発
（研究期間 ： 平成30年度～）

沿岸海洋・防災研究部　主任研究官　里村　大樹

（キーワード）　UAV（ドローン）、PRISM、港湾施設、維持管理
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